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 はじめに




分に行われているとは言い難い｡ 本稿は､ 研究ノートとして､ 世界経済の一




EU における「会計調和化戦略」は､ 当初､ 欧州共同体 (European
Community) 域内における単一の共同市場創設を念頭に､ 特に域内における
会社の利害関係者 (出資者および第三者) を保護するために､ 各加盟国の会
社法規定を同等化することを目的として､ ｢会社法調和化計画｣ の一環とし
て展開された｡ この ｢会計調和化戦略｣ では､ 目的実現のための具体的措置










のうち､ とくに会計および監査に関する指令は､ 以下の 3つであった｡
● 第 4号指令 ｢一定の会社形態の財務諸表｣ (CEC 1798)
● 第 7 号指令 ｢連結財務諸表｣ (CEC 1983)
● 第 8 号指令 ｢法定監査人の資格要件｣ (CEC 1984)
第 8 号指令は､ 第 4号指令と第 7号指令を補完するものであり､ 株式会社
と有限会社の財務諸表の法定監査を行う監査人の要件を定めている｡
その後､ 1998年に欧州委員会（European Commission）は､ 法定監査に関
する声明 (EC 1998) を発し､ 監査人や EU加盟国間の一層の協力の必要性
を唱えた｡ また､ 2000年11月には､ ｢EUにおける法定監査の質保証に関す
る勧告｣ (EC 2001) が公表され､ 質保証システム (quality assurance system)
に関する最低の要件が定められた｡ さらに､ 2002年 5 月には､ ｢EUにおけ













2) 1968年に第 1号会社法指令が採択され､ その後､ 2004年に採択された第13号指令まで
は､ 会社法指令には番号が振られている｡ ただし､ 第 5号指令と第 9号指令は廃案に
なった｡
2004年 3 月に､「年次財務諸表と連結財務諸表の法定監査ならびに第 4 号指
令および第 7 号指令の改正に関する指令案」(EC 2004) を公表した｡ 本指
令案は､ アメリカにおけるサーベンス・オクスリー法の導入および公開会社
会計監督委員会の設置に対する EUとしての対応と理解される｡
2006年 4 月25日､ EU域内の監査制度の調和を図ることを目的として､
｢年次財務諸表および連結財務諸表の法定監査に関する指令」(以下、2006年
法定監査指令とする）(European Parliament and the Council of the European
Union 2006) が EUの閣僚理事会において採択され､ 6 月 9 日に公布された｡
第 8号指令は､ 主として法定監査人の資格要件を定めたものであり､ 監査
人の職業倫理に関する規定や監査の質保証に関する規定は置かれていなかっ













































































欧州委員会の報道発表 (EC 2011a) によれば､ 2008年の金融危機は､ 危
機直前､ 危機の間あるいは危機後において､ 一部の大規模金融機関の財務的
健全性に重大な本質的欠陥があったにもかかわらず､ ｢無限定意見｣ が表明





監査市場改革法案と同時に公表された ｢監査市場改革－FAQ｣ (EC 2011b)
は､ 表 1 のように EU監査市場が直面している主な課題と改革目標を指摘し
た｡
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4) ｢指令｣ は､ 欧州議会において議決されても､ 加盟国がそれを国内法化するまでは効







● 大手 4 事務所（Deloitte, Ernst &








































































欧州議会を通過した監査市場改革法は､ 2014年 5 月27日の官報に掲載され
た｡「年次財務諸表および連結財務諸表の法定監査に関する指令」(以下、
2014年法定監査指令とする）(European Parliament and the Council of the
European Union 2014a）が効力を有するためには､ EUおよび EEA加盟各国
において国内法化されなければならない｡ 加盟国は､ 指令に準拠した規程を
国内法化するために､ 指令の施行後 (すなわち官報発行日の20日後) 2 年間
の猶予が与えられている｡「社会的に影響度の高い事業体の法定監査に関す
る規則」(以下、2014年法定監査規則とする）(European Parliament and the
Council of the European Union 2014b）は､ 官報発行日の20日後に技術的に














（ 1 ) PIEsの定義 (第 2条)
PIEsの概念は､ 2006年法定監査指令よりも拡張され､ 次のように定義さ
れている (第 2 条13項)｡ すなわち､ (a) その会社の譲渡可能証券の取引が
加盟国の規制市場において認められており､ 加盟国の法律の適用を受ける会
社､ (b) 金融機関､ (c) 保険会社､ または (d) 例えば､ 事業の性質､ 企業規
模､ あるいは従業員数のために公益に重大なかかわりがあるような､ 加盟国
が PIEとして指定した会社｡




接または間接に影響する立場にある自然人にも及ぶ (第22条第 1 項)｡ 独立
性に対する脅威として､ 例えば以下のようなものが示されている｡
●自己レビュー､ 自己利益､ および擁護


















い｡ PIEsの主たる監査パートナーについては､ 制限される期間が 2 年に延
長される｡
法定監査人または法定監査事務所は､ 監査契約を締結する前に､ 次のよう




● 監査を適切に実施するための有能な従業員､ 時間､ および資源の利用可
能性
● 加盟国における法定監査人として主要な監査パートナーの承認
（ 3 ) 監査人の内部組織とその活動 (第24a条および第24b条)
2006年法定監査指令は､ 法定監査人または法定監査事務所の内部組織また
は業務組織に関する具体的な規定は置いていなかったが､ 2014年法定監査指




































さらに､ 国際的な監査基準については､ 加盟国に 2つの追加選択肢が与えら
れている｡ ①加盟国は欧州委員会によって採択された国際的な監査基準に加
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な適用を確保する方策をとることができる (第26条 5 項)｡
（ 5 ) 監査報告 (第28条)
監査報告に関する基本的な要求事項は2013年会計指令 (European





































● 継続教育､ 質保証システム､ 調査および懲戒システム
( 8 ) 監査委員会 (第39条)

























( 1 ) 非監査業務の提供 (第 4条および第 5条)
2014年法定監査規則は､ PIEsの法定監査人および法定監査事務所が EU
域内において監査業務を提供している会社ならびにその会社の親会社および





ガードに関する評価に基づく監査委員会の承認を条件とし､ かつ､ 過去 3年
間における法定監査報酬の平均値の70％に制限される (第 4条)｡













される可能性がある項目は､ 異常事項 (第 7条)､ 監査業務の品質管理レビュー
(第 8条)､ および監査調書の引き継ぎ (第18条) である｡









































のを含む) に関する説明､ 当該リスクへの監査人の対応の概要､ およ











関して要求されていた｡ そこでは､ 法定監査人または法定監査事務所は､ 監























● 監査の過程で直面した重大な困難､ 議論された監査上の重要事項､ ま
たは､ 監査人が専門的判断において財務報告プロセスの監視にとって
意味があると考える法定監査上のその他の事項に関する報告
( 5 ) 監査事務所の透明性報告書





( 6 ) 監査事務所の強制交替制度 (第17条)
2014年法定監査規則第17条は､ 監査事務所の強制交替を規定している｡ 同
条は､ 監査契約の最長年限を10年､ 最短年限を 1年としている｡ 加盟国は､
最短年限を 1年よりも長い期間に延長し､ 最長年限を10年未満にする選択肢
を与えられている｡ また､ 加盟国は､ 競争入札または共同監査を課すことに
より､ 次のような監査契約の最長年限を延長する 2つの選択肢を与えられて
いる｡ (1) 最長10年が経過した後､ もし入札が実施されるならば､ 監査契約
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期間を最長10年まで延長することができる｡ (2) 最長10年が経過した後､ 会
社が複数の監査事務所と同時に監査契約を締結し､ 共同の監査報告書が提出
されるならば､ 最長14年まで延長することができる｡ なお､ いわゆる冷却期
間 (‘cooling-off’ period) は 4 年と定められた｡
この内容は､ 2011年監査市場改革法案の規制内容 (原則 6年､ 共同監査の
場合には 9年で交代) からは後退しているが､ 欧州議会の法務委員会によっ




( 7 ) 監査の質保証 (第26条)
PIEsの法定監査人および監査事務所の質保証検査は､ 2011年監査市場改
革法案が要求するよりも高い頻度 (少なくとも 3年に 1回) で実施されるこ





( 8 ) 監査人監督機関の連携および監視 (第24条および第30条)
加盟国の監督機関の協力体制を構築するために､ 新たに欧州監査人監督機
関委員会 (Committee of European Auditing Oversight Bodies : 以下､ CEAOB
とする) が創設される｡ CEAOBは､ 加盟国監督機関の高官 (各国 1 名)､
欧州証券市場監督局により指名された者 1名 (投票権はない) から構成され










なお､ 本稿は､ 近年の EUにおける監査規制の動向を概観するにとどまっ
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